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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連続相をなすナイロン樹脂と、前記連続相中に分散したゴムの架橋物と、脂肪酸アミド
系滑剤と、を含む動的架橋物。
【請求項２】
　前記脂肪酸アミド系滑剤を構成する脂肪酸の炭素数が１２以上である請求項１に記載の
動的架橋物。
【請求項３】
　前記脂肪酸アミド系滑剤を前記ナイロン樹脂１００質量部に対して０．５～１０質量部
含む請求項１又は２に記載の動的架橋物。
【請求項４】
　前記脂肪酸アミド系滑剤が、連続相をなす前記ナイロン樹脂中に含まれている請求項１
～３のいずれか１項に記載の動的架橋物。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の動的架橋物からなる低空気透過性フィルム。
【請求項６】
　請求項５に記載の低空気透過性フィルムを備える空気入りタイヤ。
【請求項７】
　ナイロン樹脂とゴムを架橋剤とともに混練して前記ゴムを動的に架橋し、架橋後に脂肪
酸アミド系滑剤を添加し混合する、動的架橋物の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、動的架橋物、低空気透過性フィルム及び空気入りタイヤに関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば、空気入りタイヤのガスバリア層（即ち、インナーライナー）として、連
続相である熱可塑性樹脂と分散相であるゴムとの動的架橋物からなる低空気透過性フィル
ムを用いる技術が知られている。
【０００３】
　かかる動的架橋物は、架橋剤によるゴムの架橋が進行するに従い、粘度が上昇する。ま
た、架橋ゴム分散相の微分散化が進行すると、樹脂と架橋ゴムの表面積が増えて、粘度が
さらに上昇する。そのため、動的架橋物を用いてフィルムを成型する際には、通常の熱可
塑性樹脂を用いたフィルム成型よりも大きな溶融粘度となり、フィルムの加工時に大きな
負荷がかかる。
【０００４】
　この負荷を低減させるために可塑剤を添加することが考えられる。可塑剤を添加する技
術として、例えば、特許文献１には、加工性と低温特性を改良するために、ナイロン樹脂
及びゴム成分ととともにスルホンアミド系の可塑剤を添加して動的架橋することが提案さ
れている。しかしながら、可塑剤を添加すると、成型時の流動性を改善することはできる
ものの、空気透過性が大きくなり、低空気透過性フィルムとして使用することが難しくな
る場合がある。また、一般に可塑剤は発煙（アウトガス）が多く、環境負荷の観点より必
ずしも望ましいとはいえない。
【０００５】
　一方、特許文献２には、フィルム成型時における押出負荷低減のために、高級脂肪酸の
アルカリ土類金属塩を添加することが開示されている。しかしながら、高級脂肪酸のアル
カリ土類金属塩は、外部潤滑性が悪く、フィルム成型性の改良には不十分である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第４９４２２５３号公報
【特許文献２】特開２０１１－２３１１６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の実施形態は、低空気透過性を維持しつつ、溶融粘度を下げて加工性を改善する
ことができる動的架橋物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一実施形態に係る動的架橋物は、連続相をなすナイロン樹脂と、前記連続相中
に分散したゴムの架橋物と、脂肪酸アミド系滑剤と、を含むものである。
【０００９】
　一実施形態に係る低空気透過性フィルムは、該動的架橋物からなるものである。また、
一実施形態に係る空気入りタイヤは、該低空気透過性フィルムを備えたものである。
【００１０】
　本発明の一実施形態に係る動的架橋物の製造方法は、ナイロン樹脂とゴムを架橋剤とと
もに混練して前記ゴムを動的に架橋し、架橋後に脂肪酸アミド系滑剤を添加し混合するも
のである。
【発明の効果】
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【００１１】
　本実施形態によれば、脂肪酸アミド系滑剤を用いることにより、低空気透過性を維持し
つつ、動的架橋物の溶融粘度を低減することができ、例えばフィルム成型時の加工性を改
善することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施に関連する事項について詳細に説明する。
【００１３】
　本実施形態に係る動的架橋物は、連続相をなすナイロン樹脂と、該連続相中に分散した
ゴムの架橋物と、脂肪酸アミド系滑剤と、を含むものである。動的架橋物は、ナイロン樹
脂とゴムを溶融混練してゴムを動的架橋させることにより得られるものであり、ナイロン
樹脂を連続相（マトリックス相）とし、ゴムの架橋物を分散相（ドメイン相）とした海島
構造を持つ。
【００１４】
　ナイロン樹脂としては、例えば、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン４６、ナイロン
１１、ナイロン１２、ナイロン６１０、ナイロン６１２、ナイロン６／６６共重合体、ナ
イロン６／６６／６１０共重合体、ナイロンＭＸＤ６、ナイロン６Ｔ、ナイロン６／６Ｔ
共重合体などの脂肪族ポリアミド樹脂が挙げられる。これらはいずれか１種単独で用いて
もよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００１５】
　連続相を形成するナイロン樹脂には、本実施形態による効果を損なわない限り、可塑剤
、軟化剤、充填剤、補強剤、加工助剤、安定剤、酸化防止剤などの添加剤を必要に応じて
適宜配合してもよい。
【００１６】
　分散相を形成するゴムとしては、一般に架橋（加硫）して使用される（即ち、架橋可能
な）各種のゴムポリマーが用いられ、例えば、天然ゴム（ＮＲ）、エポキシ化天然ゴム（
ＥＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ブタジエンゴ
ム（ＢＲ）、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、水素化ニトリルゴム（Ｈ－ＮＢＲ）、水素化スチ
レンブタジエンゴムなどのジエン系ゴム及びその水素添加ゴム；　エチレンプロピレンゴ
ム（ＥＰＤＭ）、マレイン酸変性エチレンプロピレンゴム、マレイン酸変性エチレンブチ
レンゴム、ブチルゴム（ＩＩＲ）、アクリルゴム（ＡＣＭ）などのオレフィン系ゴム；　
ハロゲン化ブチルゴム（例えば、臭素化ブチルゴム（Ｂｒ－ＩＩＲ）、塩素化ブチルゴム
（Ｃｌ－ＩＩＲ））、クロロプレンゴム（ＣＲ）、クロロスルホン化ポリエチレンなどの
含ハロゲンゴム；　その他、シリコンゴム、フッ素ゴム、ポリスルフィドゴムなどが挙げ
られる。これらはいずれか１種を単独で用いても、２種以上を併用してもよい。一実施形
態として、ブタジエンゴム（ＢＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、ハロゲン化ブチルゴム、ニ
トリルゴム（ＮＢＲ）及び水素化ニトリルゴム（Ｈ－ＮＢＲ）から選択される少なくとも
１種を用いてもよい。
【００１７】
　分散相を形成するゴムには、上記ゴムポリマーを動的架橋するための架橋剤を配合して
もよく、予めゴムと架橋剤を混合してマスターバッチ化しておいてもよい。架橋剤として
は、硫黄や硫黄含有化合物等などの加硫剤、加硫促進剤の他、フェノール樹脂などが挙げ
られる。好ましくは、耐熱性等の点から、フェノール樹脂を用いることである。フェノー
ル樹脂としては、フェノール類とホルムアルデヒドとの縮合反応により得られる樹脂が挙
げられ、例えば、アルキルフェノール－ホルムアルデヒド樹脂が挙げられる。また、加硫
速度を速くすることができる点から、臭素化アルキルフェノール－ホルムアルデヒド樹脂
などのハロゲン化フェノール樹脂を用いてもよい。架橋剤の配合量は、ゴムを適切に架橋
できる量であれば、特に限定されないが、ゴム１００質量部に対して、０．１～１０質量
部でもよく、０．５～５質量部でもよい。
【００１８】
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　分散相を形成するゴムには、例えば、充填剤や軟化剤、老化防止剤、加工助剤などの一
般にゴム組成物に配合される各種添加剤を配合してもよい。
【００１９】
　本実施形態に係る動的架橋物において、ナイロン樹脂とゴムとの配合比（添加剤を除い
たポリマーとしての比率）は、特に限定されず、例えば、質量比（ナイロン樹脂／ゴム）
で、９０／１０～３０／７０でもよく、７０／３０～４０／６０でもよく、６０／４０～
４０／６０でもよい。
【００２０】
　本実施形態に係る動的架橋物には、脂肪酸アミド系滑剤が配合される。脂肪酸アミド系
滑剤としては、各種の高級脂肪酸アミドを用いることができる。例えば、ラウリン酸アミ
ド、パルミチン酸アミド、ステアリン酸アミド、ベヘン酸アミド、オレイン酸アミド、エ
ルカ酸アミド、ヒドロキシステアリン酸アミド等のモノアミド類、エチレンビスラウリン
酸アミド、エチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスヒドロキシステアリン酸アミ
ド、エチレンビスベヘン酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビ
スオレイン酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド等のビスアミド類が挙げられ
る。
【００２１】
　脂肪酸アミド系滑剤としては、また、アルキレンビスアミド構造を持つことから上記ビ
スアミド類に属するものとして、アルキレンジアミンと高級脂肪酸とジカルボン酸との重
縮合物を用いてもよい。アルキレンジアミンとしてはエチレンジアミンやヘキサメチレン
ジアミン等が挙げられ、高級脂肪酸としてはパルミチン酸やステアリン酸等の各種高級脂
肪酸が挙げられ、ジカルボン酸としてはセバシン酸やアゼライン酸等が挙げられる。好ま
しい一実施形態に係る脂肪酸アミド系滑剤は、エチレンジアミンとステアリン酸とセバシ
ン酸の重縮合物である。かかる重縮合物の具体例としては、共栄社化学（株）製の「ライ
トアマイドＷＨ－２１５」、「ライトアマイドＷＨ－２５５」等が挙げられる。
【００２２】
　以上の脂肪酸アミド系滑剤は、いずれか１種単独で用いてもよく、２種以上組み合わせ
て用いてもよい。脂肪酸アミド系滑剤としては、エチレンビスステアリン酸アミドなどの
アルキレンビス脂肪酸アミド、「ライトアマイドＷＨ－２１５」、「ライトアマイドＷＨ
－２５５」などのアルキレンビスアミド構造を持つものが好ましく用いられる。
【００２３】
　脂肪酸アミド系滑剤を構成する脂肪酸の炭素数は１２以上であることが好ましく、より
好ましくは１２～３０であり、１４～２８でもよい。なお、ここでいう炭素数は、ビスア
ミド類の場合、各脂肪酸の炭素数である。
【００２４】
　脂肪酸アミド系滑剤の配合量は、特に限定するものではないが、ナイロン樹脂１００質
量部に対して０．５～１０質量部であることが好ましく、より好ましくは０．６～６質量
部である。
【００２５】
　脂肪酸アミド系滑剤は、連続相をなすナイロン樹脂中に含まれていることが好ましい。
すなわち、脂肪酸アミド系滑剤は、分散相をなすゴム中ではなく、連続相をなすナイロン
樹脂中に混在している。このように連続相をなすナイロン樹脂中に混在していることで、
動的架橋物の溶融粘度を効果的に下げることができる。
【００２６】
　動的架橋物には、ナイロン樹脂、ゴム、架橋剤及び脂肪酸アミド系滑剤とともに、相溶
化剤を配合してもよい。相溶化剤は、ナイロン樹脂とゴムとの界面張力を低下させて、両
者を相溶化させるものである。相溶化剤としては、特に限定されないが、一実施形態とし
て、エチレン－グリシジル（メタ）アクリレート共重合体（即ち、エチレン－グリシジル
メタクリレート共重合体、及び／又は、エチレン－グリシジルアクリレート共重合体）を
用いてもよい。相溶化剤の配合量は、特に限定されず、ナイロン樹脂とゴム（添加剤を除
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いたポリマーとしての量）の合計量１００質量部に対して０．５～２０質量部でもよく、
１～１０質量部でもよい。
【００２７】
　本実施形態において、動的架橋物を製造するに際しては、ナイロン樹脂とゴム（即ち、
未架橋ゴム）を架橋剤とともに溶融混練して、架橋剤によりゴムを動的に架橋（即ち、混
練しながらゴムポリマーを架橋）させる。脂肪酸アミド系滑剤は、架橋前に添加しておい
てもよいが、好ましくはゴムの架橋後に混練物に添加し混練することである。架橋後に添
加することにより、脂肪酸アミド系滑剤は、架橋ゴム中には取り込まれにくいので、ナイ
ロン樹脂中に効果的に含ませることができる。ここで、架橋後、即ち架橋が終わった段階
にあるか否かは、混練物中のゴムのゲル化率により判断することができ、ゲル化率が７０
％以上、より好ましくは９０％以上であれば、架橋後の段階にある。ゲル化率の測定方法
は、以下の通りである。
【００２８】
　混練物をアセトンで抽出を行い、その後、トルエン中に３日間浸漬させ、その後乾燥さ
せる。トルエン浸漬前の質量から浸漬後の質量を差し引いた値を未架橋のゴム質量として
（即ち、未架橋のゴム質量＝浸漬前の質量－浸漬後の質量）、次式によりゲル化率を算出
する。
・ゲル化率（％）＝｛（混練物中のゴム質量－未架橋のゴム質量）／混練物中のゴム質量
｝×１００
　なお、ゲル化率の測定対象とする混練物は、例えば、二軸押出機を用いて混練する場合
、滑剤を投入しようとする二軸開口部から採取すればよい。
【００２９】
　脂肪酸アミド系滑剤以外の添加剤（相溶化剤及び架橋剤も含む）について、ナイロン樹
脂及びゴムへの添加時期は、例えば、ナイロン樹脂とゴムとの混練前に予め添加混合して
おいてもよく、混練中に添加してもよい。
【００３０】
　一実施形態として、ゴムに架橋剤等を添加してゴム組成物（マスターバッチ）のペレッ
トを作製し、該ペレットをナイロン樹脂及び相溶化剤とともに混練機に投入し、溶融混練
して動的架橋し、架橋後に脂肪酸アミド系滑剤を添加し混練することにより動的架橋物の
ペレットを得てもよい。
【００３１】
　混練に使用する混練機としては、特に限定されず、例えば、二軸押出機、スクリュー押
出機、ニーダー、バンバリーミキサーなどが挙げられる。混練温度は、ナイロン樹脂が溶
融し、かつ架橋剤が架橋反応する温度以上であればよい。
【００３２】
　このようにして得られた動的架橋物をフィルム化することにより、低空気透過性フィル
ムが得られる。すなわち、低空気透過性フィルムは、上記方法により得られた動的架橋物
のペレットを用いて、フィルムを成形することにより製造することができる。動的架橋物
のペレットをフィルム化する方法は特に限定されず、例えば押し出し成形やカレンダー成
形など、通常の熱可塑性樹脂をフィルム化する方法を用いることができる。
【００３３】
　低空気透過性フィルムの空気透過性は、特に限定されないが、８０℃での空気透過係数
が５×１０１３ｆｍ２／Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、インナーライナーの薄肉化
によるタイヤの軽量化を図ることができる。該空気透過係数は、０．１×１０１３～４×
１０１３ｆｍ２／Ｐａ・ｓでもよく、０．１×１０１３～１．０×１０１３ｆｍ２／Ｐａ
・ｓでもよい。ここで、空気透過係数は、ＪＩＳ　Ｋ７１２６－１「プラスチック－フィ
ルム及びシート－ガス透過度試験方法－第１部：差圧法」に準じて、試験気体：空気、試
験温度：８０℃にて測定される値である。
【００３４】
　低空気透過性フィルムの厚みは、特に限定されず、例えば、０．０２～１．０ｍｍでも
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よく、０．０５～０．５ｍｍでもよく、０．１～０．３ｍｍでもよい。
【００３５】
　本実施形態に係る低空気透過性フィルムは、例えば、乗用車用タイヤ、トラックやバス
などの重荷重用タイヤを含む各種の自動車用タイヤ、また自転車を含む二輪車用タイヤな
ど、各種の空気入りタイヤに適用することができる。好ましくは、空気入りタイヤのガス
バリア層として用いることであり、タイヤ内面の全体にわたって設けられるインナーライ
ナーとして用いることが好ましい。但し、ガスバリア層として用いる場合、タイヤ内面に
設けるインナーライナーには限定されず、タイヤ内部からの空気の透過を防止してタイヤ
の空気圧を保持することができる態様、即ち内圧保持のための空気透過抑制層として設け
られるものであれば、例えば、カーカスプライの外面側などの種々の位置に設けることが
でき、特に限定されない。
【００３６】
　かかる空気入りタイヤの製造方法としても、特に限定されず、上記低空気透過性フィル
ムを用いて公知の方法によりグリーンタイヤを作製し、作製したグリーンタイヤをモール
ド内で加硫成型することにより、一実施形態に係る空気入りタイヤが得られる。
【実施例】
【００３７】
　以下に、実施例に基づき具体的に説明するが、本発明はこれら実施例により限定される
ものではない。
【００３８】
　下記表１に示す配合（質量部）に従い、動的架橋物を作製した。詳細には、ゴムと架橋
剤を、架橋しない条件で予め混合してゴムマスターバッチのペレットを作製し、得られた
ペレットとナイロン樹脂と相溶化剤を、温度２３０℃、回転数２００ｒｐｍに設定した二
軸押出機（（株）プラスチック工学研究所製）に投入し、溶融混練して動的架橋物のペレ
ットを作製した。その際、滑剤及び可塑剤は、二軸押出機の混練工程における残り１／３
の位置（即ち、加熱シリンダの上流側から２／３の位置）において添加した。滑剤及び可
塑剤の添加は、液体のものについては液体フィーダにより、粉体についてはサイドフィー
ダにより行った。
【００３９】
　なお、上記混練工程の残り１／３の位置は、ゴムの架橋が終わっている段階である。こ
のことは、比較例１の配合についてこの位置でのゲル化率を測定した結果、９１．４％で
あったことから判明した。
【００４０】
　表１中の各成分の詳細は以下の通りである。
【００４１】
　・ナイロン樹脂：東レ（株）製「ＣＭ６０２１ＸＦ」
　・ゴム：ＢＲ、宇部興産（株）製「ＢＲ１５０Ｌ」
　・架橋剤：アルキルフェノール－ホルムアルデヒド樹脂、田岡化学工業（株）製「タッ
キロール２０１」
　・相溶化剤：エチレン－グリシジルメタクリレート共重合体、住友化学（株）製「ボン
ドファーストＢＦ－Ｅ」
　・ＢＭ－４：可塑剤、Ｎ－ブチルベンゼンスルホンアミド、大八化学工業（株）製「Ｂ
Ｍ－４」
　・ＴＣＰ：可塑剤、トリクレジルホスフェート、大八化学工業（株）製「ＴＣＰ」
　・Ｄ６２０：可塑剤、アジピン酸系ポリエステル、（株）ジェイ・プラス製「Ｄ６２０
」
　・金属石鹸：滑剤、日油（株）製「カルシウムステアレート」
　・ＷＨ－２１５：脂肪酸アミド系滑剤、共栄社化学（株）製「ライトアマイドＷＨ－２
１５」
　・ＷＨ－２５５：脂肪酸アミド系滑剤、共栄社化学（株）製「ライトアマイドＷＨ－２
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５５」。
【００４２】
　得られた動的架橋物について溶融粘度を測定して加工性を評価した。また、該動的架橋
物のペレットをフィルム成型用の単軸押出機にて厚み０．２ｍｍのフィルムに成型し、成
型時の回転数５０ｒｐｍにおけるフィルム化電流値を読み取って加工性を評価した。また
、得られたフィルムの空気透過係数を測定した。各評価方法は以下の通りである。
【００４３】
　・溶融粘度：（株）安田精機製作所製のキャピラリーレオメーターを用いて、２３０℃
、せん断速度８００（１／ｓ）での溶融粘度を測定し、比較例１の値を１００とした指数
で表示した。指数が大きいほど、溶融粘度が高く、加工性に劣ることを示す。
【００４４】
　・フィルム化電流値：フィルム成型用の単軸押出機の温度を２２０℃とし、５０ｒｐｍ
の際の電流値（機械負荷）を読み取り、比較例１の値を１００とした指数で表示した。指
数が大きいほど、電流値が高く、加工性に劣ることを示す。
【００４５】
　・空気透過係数：ＪＩＳ　Ｋ７１２６－１「プラスチック－フィルム及びシート－ガス
透過度試験方法－第１部：差圧法」に準じて、試験気体：空気、試験温度：８０℃にて、
空気透過係数を測定した。表１には、空気透過係数の値とともに、比較例１の値を１００
とした指数の値も示す。指数が大きいほど、空気透過性が高く、低空気透過性に劣ること
を示す。
【００４６】

【表１】

【００４７】
　表１に示すように、滑剤及び可塑剤を添加していない比較例１に対し、比較例２～６で
は可塑剤を添加したことにより、溶融粘度が下がり、フィルム化する際の電流値も小さく
なって、加工性については改善されていたが、空気透過係数が大きくなり、低空気透過性
が悪化した。脂肪酸金属塩を添加した比較例７では、加工性の改善効果が不十分であった
。これに対し、実施例１～５であると、脂肪酸アミド系滑剤を添加したことにより、低空
気透過性を維持するだけでなく、むしろ向上しながら、動的架橋物の溶融粘度が低減して
おり、また、フィルム化する際の電流値も小さく、加工性を改善することができた。
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【００４８】
　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これら実施形態は、例として提示し
たものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら実施形態は、その他
の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省
略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその省略、置き換え、変更な
どは、発明の範囲や要旨に含まれると同様に、特許請求の範囲に記載された発明とその均
等の範囲に含まれるものである。
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